
1 はじめに 

災害発生時における人的被害の想定や，感染症の伝
播シミュレーションなど，人間行動を含む社会現象で
は，モデルを構築する際に人々の日常の生活行動を表
現することが求められる．たとえば，感染症シミュレ
ーションにおいては，その感染機会や感染経路を考え
る上で人々が所属しているコミュニティの情報や移動
の状況をモデルに組み込む必要がある．このように，
実社会を対象にした分析や社会シミュレーションにお
いて，一人一人の行動の軌跡を推定し，汎用的に利用
可能なデータを構築することで，日常生活の中で発生
する社会現象モデルの構築が容易になると考えられる． 

著者らは，実際の規模の人口データを用いた社会シ
ミュレーションであるリアルスケール社会シミュレー
ションの研究基盤を構築することを目的に，日本全国
の自治体の合成人口データを合成しており1) , 2) ，研究
者向けに公開している．合成人口データとは，公開さ
れている統計データに基づいて合成された世帯単位の
仮想個票データである．合成人口データは，世帯や個
人の現実の統計情報と合致するように合成されており，
性別，年齢，就労している産業分類などの個人の属性
に加え，個々の世帯が所在する都道府県，市区町村，
町丁目，建物ごとに割り当てられた位置情報が含まれ
ている．しかし，現状の合成人口データに含まれる地
理情報は，基本的には国勢調査に基づく常住地，つま
り夜間の人口を表した静的な位置情報のみであり，個
人の空間的な移動を規定するような情報は含まれてい
ない．そこで，昼間の滞在場所である従業地・通学地
といった第二の地理情報を新たに加えることで，従来
の静的な合成人口データを動的なデータにするための
端緒を開くことができる．本研究では，その第一段階
として，就業者を対象に，従業地属性を付加し，常住
地と従業地をつなぐデータの構築手法を提案する． 

2 関連研究 

人々の移動行動を理解する試みは移動需要の予測を
主な目的として多く行われている．特に近年は携帯電
話・スマートフォンなどのモバイル端末の利用者数拡
大に伴い，位置情報データの活用が盛んになっている． 

位置情報データには，代表的なものとして携帯電話

基地局データやGPSデータなどがある3) ．携帯電話基
地局データは，携帯電話が定期的に基地局と交信して
いる履歴をもとに，人々の広域的な移動を把握するビ
ッグデータである．移動体通信事業者は，携帯電話の
交信が記録された基地局の位置や時刻から，自社ユー
ザーの滞在エリアや移動を把握することができる．ま
た，携帯電話の契約者情報と紐付けることで，性別や
年代，居住地といった正確な属性情報と併せて把握で
きる．一方，GPSデータは，GPS機能を用いて，許諾を
得た特定のアプリの利用者から送信される位置情報を
もとに，通信事業者やアプリ提供事業者が収集・蓄積
している人流データである．基地局データに比べ取得
できるサンプル数は少ないものの，人々の移動を緯度
経度単位で，かつ高頻度で把握できるため，交通手段
や勤務地などを推定することも可能である．小林4) は
GPSの人流データから得られる時間帯および滞在時間
データを元に，職業分類を考慮した居住地および通勤
通学地の推定手法を構築している．また，大佛ら5) は
複数の位置情報データを組み合わせて都市内滞留者・
移動者の時空間分布を推定する手法を提案している． 

こうしたモバイル端末から得られる位置情報データ
は，拡大推計などの集計処理や秘匿処理が行われた上
で申請内容に応じて提供され，都市・交通計画や防災
計画をはじめ，観光客分析や商圏分析など，官民を問
わず幅広い分野で活用されている．位置情報データに
は，買い物客や観光客等の非定期的な人流も反映され
るため，時々刻々と変化する人口動態を即時的に分析
できる点においてその有用性は明らかであるが，プラ
イバシー保護の観点から集計可能な属性が限定的であ
るほか，都市部と郊外では推計値に信頼がおける空間
解像度が異なる．また民間企業が保有するデータであ
るという特性上，原則として一般には公開されておら
ず，取得には金銭的なコストが発生する．中には，自
由に再利用・再配布が可能なオープンデータとして公
開されているものも存在する6) が，人々がどこからど
こへ移動したのかといった詳細な移動履歴を得るには
粒度が十分ではない．以上の理由から，現状の位置情
報データは，分析の用途や対象とする地域に合わせて
取得することでその効果が発揮されるものであり，汎
用的に利用できる動的な合成人口データを構築する上
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でこれらを利用することは難しいと判断した． 

一方，公的機関が公開している統計データを用いた
アプローチとして，日高ら7) は個人情報を含まない集
計データを統合することで擬似的な人の移動行動デー
タの生成を行なっている．移動行動生成モデルは，国
勢調査に基づく性別，年齢層，居住地（1kmメッシュ）
の属性をもつエージェントに対し，社会生活基本調査
8) を元に１日の各時間帯の行為系列を与え，各行為に
応じた目的地を選択するものである．同モデルを愛知
県豊田市の市街地を中心とするエリアに適用し，携帯
電話基地局データから作成される人口統計情報と比較
検証を行っている．しかし，対象としたエリアで移動
が閉じているという仮定のもとで推計が行われており，
対象エリア内外の人々の往来は考慮されていない． 

また木全ら9) は，防災計画での活用を想定し，同じ
く国勢調査や社会生活基本調査といった公的統計を主
たる入力データとして用いた就業者行動モデルを構築
している．同モデルにより，京阪神大都市圏における
就業者分布の時刻変動を推定し，大規模地震発生時に
おける潜在的な帰宅困難者の発生状況を分析している．
なお，木全らは常住地，従業地，産業分類，職業分類，
男女といった属性をもつ就業者のミクロデータ（個票
データ）を作成するにあたって，国勢調査から得られ
る多重クロス集計表を用い，さらに市区町村単位であ
る常住地と従業地については，国勢調査の小地域集計
および事業所・企業統計調査を用いて確率的に小地域
へ割り当てている．ただし，これらの属性の組合せに
よる多重クロス集計表は公開されているものではない
ため，オーダーメード集計10) を利用して取得している．
オーダーメード集計とは，政府統計の総合窓口（e-Stat）
11) に掲載されていない統計表の作成を所管省庁に委
託できる制度である．しかし，これらの属性の組合せ
による集計表は，個人情報の特定を避けるため，抽出
詳細集計からしか得られない．抽出詳細集計とは，国
勢調査における集計体系の一種であり，就業者の産業
分類や職業分類に関する詳細な結果が得られる代わり
に，統計的手法により抽出された一部の調査票を用い
て集計したものである．そのため，集計結果は標本デ
ータから得られる推計値であり，さらに1の位を四捨五
入した値となっている．母集団の概観は掴めるものの，
標本誤差や丸め処理による誤差が含まれており，悉皆
調査である国勢調査の全数データから得られるはずの
詳細な特徴を十分に反映できていない可能性がある． 

3 従業地の割当て手法 

3.1 手法概要 

本研究では，木全らの手法を参考に，e-Stat に掲載さ
れている公的統計データのみを用いて合成人口データ
の個々の就業者に従業地属性を割り当てる．就業者の
ミクロデータとして，すでに常住地や性別，産業分類
といった属性をもつ合成人口データを用いることで，
前述の問題を回避することができる．本稿では，事例
として大阪府高槻市を取り上げ，その就業者の合成人
口データに対し提案手法を適用する．対象となるのは，
平成 27 年（2015 年）国勢調査 12) に基づいて合成され
た高槻市における合成人口データ 330,437 人のうち，
就業者 150,529 人である．なお，従業地の割当ては，
従業地（市区町村）の割当てと，その従業地（市区町
村）内における従業地（小地域）の割当ての二つのプ
ロセスに分けて行う．Fig. 1 はその概念図であり，高槻
市を常住地とする就業者が，従業地として隣接する茨
木市内のある小地域に割り当てられる様子を表してい 

Fig. 1：従業地の割当て手法の概要 

Fig. 2：従業地の割当てフロー 

 

Table 1：割り当てる属性と使用する統計データ

割り当てる属性 使用する統計名 公開されている対象 表題／境界名称 統計表

従業地（市区町村）

平成27年国勢調査 / 
従業地・通学地による
人口・就業状態等集計
（人口，就業者の産業
（大分類）・職業（大
分類）など）

21大都市（東京都特別区部およ
び政令指定都市）とその各区，
県庁所在市，人口20万以上の市

常住地による従業市区町村，産業（大分類）別15歳以上就業者数 A

全市区町村
常住地又は従業地（9区分）による雇用者（3区分），産業（大分
類），男女別15歳以上就業者数

B

全市町村
常住地による従業・通学市区町村，男女別15歳以上就業者数及び
15歳以上通学者数（15歳未満通学者を含む通学者－特掲）

C

従業地（小地域） 平成26年経済センサス
-基礎調査 / 
町丁・大字別集計

全市区町村

経営組織（２区分）, 産業（中分類）・従業者規模（６区分）別
全事業所数及び男女別従業者数－市区町村, 町丁・大字

D

従業地（小地域の
図形中心点座標）

平成26年経済センサス-基礎調査 町丁・大字別境界データ －
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Fig. 3：国勢調査と合成人口データの産業分類別就業者数の差異（平成 27 年，高槻市） 

 

Table 2：（統計表 A）産業分類別，常住地（市区）による従業地（市区町村）別就業者数 

る．Fig. 2 にその具体的なフローを，割り当てる属性お
よび使用する統計データの出典を Table 1 に示す． 

一般に，事業所・企業の立地因子や立地条件はその
産業分類と密接に関係していると考えられるため，従
業地の割当ては可能な限り産業分類ごとに行う．なお，
本研究で用いる平成 27 年国勢調査および合成人口デ
ータにおける産業分類とは，総務省が定義する日本標
準産業分類（平成 25 年）における 20 の産業分類（大
分類）に準じている．この産業分類には，「T 分類不
能の産業」の項目があるが，3.4 従業地（小地域）の割
当てにおいて用いる平成 26 年経済センサス-基礎調査
13) の産業分類には存在せず，すべての事業所・企業は
必ず 19 の産業分類 A〜S のいずれかに分類されてい
る．したがって，合成人口データにおいて産業分類が
「T 分類不能の産業」である就業者 10,266 人を，男女
別，産業分類別の構成比に応じて他の産業分類へ按分
した上で，3.2 と 3.3 の従業地（市区町村）の割当てお
よび 3.4 従業地（小地域）の割当てを実施する． 

また，高槻市における，平成 27 年国勢調査と合成人

口データの就業者数を比較したところ，Fig. 3 に示す
ようなわずかな違いがあることがわかった．これは，
合成人口データにおいて，就業者に一般労働者と短時
間労働者の属性を割り当てる際に用いられた賃金構造
基本統計調査が，悉皆調査ではなく標本調査であるた
めに就業者数の推計が行われ，国勢調査の実数との差
異が発生することに起因している 14) ． 

3.2 従業地（市区町村）の割当て（21 大都市の各区，
県庁所在市，人口 20万以上の市） 

国勢調査の「従業地・通学地による人口・就業状態
等集計」からは，ある市区町村に常住する就業者がど
の市区町村に何人勤めているかといった就業者の流出
先の構成を属性ごとに得ることができる．これを常住
地による従業地といい，この就業者数の分布比率に基
づいて合成人口データに各従業地（市区町村）（Fig. 1

参照）を割り当てる．前節で示したように，元々存在 

していたわずかな人数の差異に加え，合成人口データ
において「T 分類不能の産業」の就業者を他の産業分
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Table 3：（統計表 B）産業分類別，男女別，常住地（市町村）による従業地（6 区分）別就業者数

Table 4：（統計表 C）男女別，常住地（市町村） 

による従業地（市区町村）別就業者数 

 

類へ按分したことにより，合成人口データと国勢調査
から得られる統計表の就業者数は一致しない．統計表
の実数をそのまま用いると過不足が発生するため，合
成人口データの就業者数にしたがって次のように各従
業地に配分する人数を調整する．ここで，常住地 𝑖 に
おいて，𝑛個の属性の各属性値（𝑎1, 𝑎2, … , 𝑎𝑛）により
構成される属性ベクトル𝒂𝑘（𝑘 = 1, 2, … , 𝐾：𝐾は各属
性の属性値数の組合せ総数）を考える．ただし，𝒂𝑘に
適合する合成人口データの就業者数を𝑠(𝒂𝑘)，各従業地
には1, … , 𝑁と番号をつけ，統計表から得られる常住地
 𝑖 による従業地 𝑗 の就業者数は𝑝𝑖𝑗であるとする． 

 

1. 𝑝𝑖𝑗の構成比に応じた合成人口データの人数𝑞𝑖𝑗 =
𝑠(𝒂𝑘) ∙  𝑝𝑖𝑗/ ∑ 𝑝𝑖𝑗

𝑁
𝑗=1 を計算する． 

2. 従業地 𝑗 に⌊𝑞𝑖𝑗⌋を配分する（⌊𝑥⌋は実数𝑥の整数部
分を表す）． 

3. 2. で配分した人数の合計が𝑠(𝒂𝑘)に満たない場合，
𝑞𝑖𝑗 − ⌊𝑞𝑖𝑗⌋の値が大きい従業地から順に配分する
人数を 1 人ずつ加算する．ただし，𝑞𝑖𝑗 − ⌊𝑞𝑖𝑗⌋が等
しい従業地が複数存在する場合，加算の優先順位
は一様乱数によりランダムに決定される． 

 

Table 1 における統計表 A からは，産業分類別，常住
地による従業地（市区町村）別就業者数が得られる
（Table 2参照）．常住地 𝑖 における統計表Aを用いて，
産業分類ごとに従業地（市区町村）の割当てを行う．
この場合，𝒂𝑘 =  (𝑎1)，𝑎1 = 産業分類であり，上記の

手順によって算出された人数を𝒂𝑘に適合する合成人
口データの中から無作為に抽出し，従業地 𝑗 を割り当
てる． 

3.3 従業地（市区町村）の割当て（人口 20万未満の市
町村） 

統計表 A は，個人情報保護の観点から，公開の対象
が 21 大都市（東京都区部および政令指定都市）の各区
（特別区および行政区），県庁所在市，人口 20 万以上
の市に限られている．なお，統計表 A が公開されてい
る対象は，全国の 1,896 市区町村（東京都区部は特別
区単位，政令指定都市は行政区単位）のうち，290 市
区であり，平成 27 年国勢調査において，これらの市区
の就業者の合計は全国におけるすべての就業者の約
52.2％に相当する．本稿で取り上げている高槻市は，公
開対象に該当するため統計表Aを用いた割り当てが可
能であるが，これらの条件に適合しない人口 20 万未
満の市町村においては，全市町村を対象に公開されて
いる二つの統計表を用いて段階的に割り当てる手法を
提案する．なお，各従業地に配分する人数の調整方法
は前節と同様である． 

Table 1 における統計表 B からは，産業分類別，男女
別，常住地（市町村）による従業地（6 区分）別就業者
数が得られる（Table 3 参照）．産業分類や男女といっ
た属性を考慮することができるが，従業地に関しては
「自宅で従業」，「自宅外自市区町村で従業」，「県
内他市区町村で従業」，「他県で従業」，「従業市区
町村「不詳・外国」」，「従業地「不詳」」といった
概略的な 6 区分（Fig. 1 参照）になっている．一方，
Table 1 における統計表 C からは，男女別，常住地（市
町村）による従業地（市区町村）別就業者数が得られ
る（Table 4 参照）．産業分類の属性がない代わりに，
具体的な従業地（市区町村）の構成を知ることができ
る．そこで，統計表 B および C を用いて次のように従
業地（市区町村）を割り当てる． 

まず常住地 𝑖 における統計表 B を用いて，産業分類
ごと，男女ごとに従業地（6 区分）の割当てを行う（𝒂𝑘 =
 (𝑎1, 𝑎2)，𝑎1 = 産業分類，𝑎2 = 男女）．このうち，「県
内他市区町村で従業」または「他県で従業」が割り当
てられた就業者に対し，常住地 𝑖 における統計表 C を
用いて男女ごとに具体的な従業地（市区町村）の割当

男 女

自宅で従業 4,576 3,787

自宅外の自市町村で従業 23,206 33,937

札幌市 中央区 2 1

〜

与那国町 - -

従業市区町村「不詳・外国」 938 322

従業地「不詳」 3,861 2,596

表章項目：15歳以上就業者数【人】 常住地：高槻市
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Table 5：（統計表 D）産業分類別，市区町村・小地域別従業者数 

Table 6：従業地（小地域）の割当てが行えなかった人数とその要因の内訳

てを行う（𝒂𝑘 =  (𝑎2)，𝑎2 = 男女）．ただし，統計表
C（「自宅で従業」，「自宅外の自市町村で従業」，「従
業市区町村「不詳・外国」」，「従業地「不詳」」を
除く）を，常住地 𝑖が属する都道府県の従業地（市区町
村）か否かで二つの表に分割し，「県内他市区町村で
従業」の就業者には常住している都道府県内の市区町
村に，「他県で従業」の就業者には常住している都道
府県以外の市区町村にそれぞれ割当てを行う． 

3.4 従業地（小地域）の割当て 

3.2 および 3.3 で割り当てられた従業地（市区町村）
が「自宅」である就業者に関しては，合成人口データ
における町丁目および位置情報属性をそのまま従業地
（小地域）とする．ここでは，それ以外の従業地（市
区町村）に対し，さらに詳細な小地域へ割り当てる． 

国勢調査から得られる従業地は市区町村単位である
ため，小地域の割当てには経済センサス-基礎調査を活
用する．経済センサス-基礎調査とは，総務省により，
全国すべての事業所・企業を対象に産業分類や従業者
規模などが調査された統計である．ここでの従業者と
は，当該事業所に所属して働いているすべての人を指
す．なお，経済センサス-基礎調査は，国勢調査と同時
期に調査されているものが存在しない．よって，今回
用いる国勢調査及び合成人口データに最も調査時期が
近い平成 26 年（2014 年）の統計を用いる．ここでは
Table 1 における統計表 D から，全国すべての市区町
村・小地域（町丁・大字）別，産業分類（大分類）別
従業者数表（Table 5 参照）を作成し，これを利用して
確率的に小地域を選択する. 合成人口データにおいて，
従業地（市区町村）が𝑤，産業分類が𝑑であるとき，従
業地（小地域）が𝑐𝑘である確率 𝑓𝑤，𝑑(𝑐𝑘)は，式(1)のよ

うに計算される． 

𝑓𝑤，𝑑
(𝑐𝑘) =  

𝑛(𝑤, 𝑑, 𝑐𝑘)

∑ 𝑛(𝑤,  𝑑, 𝑐𝑘)𝑁𝑤
𝑘=1

，(𝑘 = 1,  … ,  𝑁𝑤) (1) 

ここで，𝑛(𝑤 , 𝑑, 𝑐𝑘)は市区町村𝑤，小地域𝑐𝑘で従業して
いる産業分類𝑑の従業者数，𝑁𝑤は市区町村𝑤内の小地
域の数であり，いずれも統計表 D から得られる． 

なお，国勢調査で用いられている小地域（町丁・字
等）および合成人口データの町丁目属性の区域と，経
済センサス-基礎調査で用いられている小地域（町丁・
大字）の区域には相違がある．たとえば，「高槻市 黄
金の里」という地域は住所上，１丁目までしか存在し
ないが，国勢調査では単に「黄金の里」，経済センサ
ス-基礎調査では「黄金の里１丁目」となっているなど
の小地域の名称が一致しない場合や，国勢調査では，
住所上単一の大字を同じ名称で複数の小地域に分割し
ている場合などがある．このように，両統計データの
小地域の名称やその境界線は一対一に対応しているわ
けではなく，各小地域を識別するID体系も異なってい
るため，名寄せを行うことは容易ではない．そこで，
小地域の名称だけでなく，割り当てられた小地域内に
おける従業地の代表地点として，経済センサス-基礎調
査 町丁・大字別境界データに含まれる各小地域境界の
図形中心点座標（世界測地系緯度経度）を統計表Dに結
合し，この属性も同時に割り当てる．ただし，図形中
心点座標が欠損値となっている小地域は除外し，割当
てが行われないようにする．また，飛び地などにより
同一のI Dをもつ小地域境界が複数個存在する場合は，
代表となっている境界（原則として面積が最大の境界
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Fig. 4：従業地（6 区分）に割当てを行った段階における産業分類別就業者数の従業地構成 

 

であるが，島を含む場合は陸地の境界）を採用する． 

4 従業地の割当て結果 

3.2 および 3.3 の従業地（市区町村）の割当てにおい
ては，常住地によって異なる統計表を用いる手法を提
案した．そこで，統計表 A を用いた場合と，統計表 B

および C を用いた場合とで，割当てられ方の特徴の違
いを見るため，高槻市における 10 セットの合成人口
データに両方の場合を適用させ，その結果を比較する．
なお，疑似乱数のシード値はデータセットごとに変更
するものとする．今回対象とした就業者 150,529 人を
100%としたとき，従業地（小地域）まで割当てが行え
た人数は，いずれの場合においても約 98.62%となった．
従業地（小地域）の割当てが行えなかった残りの約
1.38%について，その要因の内訳を Table 6 に示す．そ
れぞれの場合で「従業市区町村「不詳・外国」」およ
び「従業地「不詳」」に割り当てられた人数が異なっ
ているのは，統計表 B を用いて従業地（6 区分）を割
り当てる際に，統計表 A にはない男女属性を考慮した
ためである．また，その他の要因として，割り当てた
従業地（市区町村）において，該当する産業分類の従
業者が経済センサス-基礎調査上に存在しなかったた
め，小地域が割り当てられなかった就業者が存在した．
これは，今回用いた国勢調査と経済センサス-基礎調査
という二つの統計の調査対象や調査時期が異なってい
ることに起因する．この問題を回避するためには，3.2

および 3.3 の従業地（市区町村）の割当てにおいて，
経済センサス-基礎調査上に従業者が存在しない市区
町村と産業分類の組合せの従業地（市区町村）には割
り当てられないようにするといった工夫が必要である．
統計表 B および C を用いた場合の方が，このその他の
要因に該当する人数が多いのは，統計表 C からは産業
分類ごとの構成比を知ることができないため，国勢調
査において本来存在しない産業分類と従業地（市区町 

村）の組合せとなる従業地（市区町村）が割り当てら
れる可能性があるためである． 
統計表 C を用いて従業地（市区町村）の割り当てを

行う就業者の割合を産業分類ごとに見るため，統計表
B を用いて従業地（6 区分）に割り当てた段階におけ
る産業分類別就業者数の従業地構成を Fig. 4 に示す．
統計表 C を用いずに従業地（市区町村）の割当てが終
了する「自宅で従業」または「自宅外の自市町村で従
業」に該当する就業者は，統計表 A を用いた場合と同
等の精度を保つことができるが，「県内他市区町村で
従業」または「他県で従業」に該当する就業者は，実
際とは異なる市区町村に割り当てられる可能性がある． 

提案手法（統計表 A を用いた場合）で小地域まで従
業地の割当てを行った結果として，京阪神地区におけ
る，高槻市に常住する就業者（全産業分類）の従業地
による分布を Fig. 5 に示す．なお，Fig. 5 は 10 セット
の合成人口データのうち，あるデータセットの結果で
ある．また，色の塗り分けを行っている区域は平成 26

年経済センサス-基礎調査における小地域（町丁・大字）
である．このようなコロプレスマップ（階級区分図）
における統計値として，人口などの絶対的統計値を用
いると各区域の面積の大小に影響されるため，実情と
は異なった印象を与えることがある．そのため，ここ
では相対的統計値である人口密度を用いて表す． 

Fig. 5：就業者（全産業分類）の従業地による分布 
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Fig. 6：就業者（D 建設業）の従業地による分布 

Fig. 8：就業者（H 運輸業，郵便業）の 

従業地による分布 

Fig. 10：就業者（M 宿泊業，飲食サービス業）の 

従業地による分布 

 

高槻市は大阪市と京都市のほぼ中間にあり，市域の
南部を流れる淀川の右岸に位置している．Fig. 5 から，
昼間において，高槻市に常住する就業者は，高槻市内
などの北摂地域や大阪市内を中心に京阪神地区に広く
分布していることがわかる．淀川の右岸と左岸とで分
布の状況が大きく異なっているのは，鉄道や国道・主
要地方道が淀川と並行して通っており，常住地からの
アクセスが比較的容易な地域で従業している人が多い
ためであると考えられる．高槻市内においても，商業
施設が集積している JR 高槻駅・阪急高槻市駅周辺の 

Fig. 7：就業者（E 製造業）の従業地による分布 

Fig. 9：就業者（I 卸売業，小売業）の 

従業地による分布 

Fig. 11：就業者（P 医療，福祉）の従業地による分布 

 

 

中心市街地に，特に多くの就業者が集中していること
が読み取れる．また，産業分類を考慮して従業地の割
当てを行ったため，産業分類ごとにこの分布の傾向を
把握することができる．ここでは，代表的な産業分類
として，「D 建設業」，「E 製造業」，「H 運輸業，
郵便業」，「I 卸売業，小売業」，「M 宿泊業，飲食
サービス業」，「P 医療，福祉」を取り上げ，それぞ
れの分布を Fig. 6〜Fig. 11 に示す．たとえば，Fig. 7 よ
り，「E 製造業」に該当する工場などは，交通の利便
性や広大な敷地を必要とする条件などが立地に関わっ
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ていると考えられ，国道・主要地方道の沿道や河川敷
周辺を中心に広範囲にわたって分布していることがわ
かる．一方，「P 医療 福祉」に該当する病院や保育所，
老人ホームなどは，その役割から主に住宅地に立地し
ていると考えられる．Fig. 11 より，「P 医療 福祉」で
は，高槻市内やその周辺の地域に多くの就業者が点在
しており，職住接近の傾向が強いことが読み取れる． 

5 おわりに 

本研究では，合成人口データの就業者に対し，国勢
調査と経済センサス-基礎調査を用いて従業地属性を
付加する手法を提案した．提案手法により就業者に従
業地を割り当てることで，従来の夜間人口に加え，就
業者の昼間人口の空間分布を表現できるようになる．
また，構築したアルゴリズムは，本稿で事例として取
り上げた高槻市のみならず，すでに任意の市区町村の
合成人口データに適用が可能であり，今後，全国の合
成人口データに対し，同様のデータを標準的に整備し
ていく必要がある．また，北下ら 15) により，本手法で
作成したデータを用いて，常住地-従業地間を結ぶ通勤
経路および通勤所要時間を推定する研究が行われてい
る．この研究を並行して進めることにより，災害発生
時において特定の移動経路の被災が人々に与える影響
や，人々が滞留する可能性のある場所の推定などが可
能となり，合成人口データの活用の機会が一層多様な
ものになることが期待できる． 

提案手法で考慮できていない点としては，以下に挙
げることが考えられる．3.2 および 3.3 の従業地（市区
町村）の割当てにおいては，ある属性の組合せに適合
する合成人口データを無作為に抽出することで従業地
（市区町村）を割り当てているが，その中で具体的に
どの就業者を選択するかについては何も指示していな
い．実際には距離や地形，交通などの要因により，統
計表からはわからない小地域レベルでの偏りが存在す
る可能性が考えられる．また，3.4 従業地（小地域）の
割当てにおいては，従業地（市区町村）と産業分類が
同じ就業者には，その常住地に関わらず同じ確率分布
を用いている．そのため，ある従業地（市区町村）内
に勤める就業者の常住地ごとの分布に偏りがあったと
しても反映することはできない．さらに，位置情報に
ついて，常住地側（建物単位の座標）と従業地側（小
地域の図形中心点座標）での空間解像度が異なってい
る点，企業規模や年齢などの考慮していない属性との
整合性は保証できない点に留意が必要である． 

今後取り組むべき課題としては，用いた統計データ
との最適化を行い，確率的に推計した数値の整合性を
図っていく必要があるほか，対象を非就業者にも拡大
し，学生における通学地などの割当て手法を別途考案
する必要がある．また，人々の 1 日の時間帯別の行動
についてモデル化を行なった研究として，市川ら 16) が，
NHK 放送文化研究所によるデータブック国民生活調
査 17) を用いた標準生活行動モデルを提案しているほ
か，文献 7) や文献 9) においても生活時間調査を用いて
1 日の具体的なスケジュールを推定する試みが行われ
ている．こうした生活時間に関する属性の割当ても併
せて行っていくことで，公開されている統計データの
みから，任意の時刻における時空間分布の推定などが
行えるようになり，個人の生活行動を推定したより詳
細な動的データを構築することが可能となる． 
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